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金
融
危
機
が
予
想
を
遥
か
に
上
回
る
ス

ピ
ー
ド
と
イ
ン
パ
ク
ト
で
日
本
経
済
を
飲
み

込
む
な
か
、
各
地
域
の
経
済
・
雇
用
の
冷
え

込
み
も
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。

日
銀
が
一
月
に
公
表
し
た
「
地
域
経
済
報

告
」（
さ
く
ら
レ
ポ
ー
ト
）
で
は
、
昨
年
一
〇

月
期
に
続
き
九
地
域
す
べ
て
で
、
景
気
判
断

を
下
方
修
正
。
ま
た
、
内
閣
府
が
二
月
に
発

表
し
た
「
地
域
経
済
動
向
」
で
も
、前
回
（
一

一
月
）
同
様
、
一
一
地
域
が
一
斉
に
景
況
判

断
を
引
き
下
げ
た
。
地
方
は
今
、
ど
の
よ
う

な
現
状
と
課
題
に
直
面
し
て
い
る
の
か―

―

。

　

前
回
調
査（
弊
誌
〇
九
年
一
月
号
で
紹
介
）

に
続
き
、
当
機
構
の
地
域
シ
ン
ク
タ
ン
ク
・

モ
ニ
タ
ー･･･

（
株
）
北
海
道
二
十
一
世
紀

総
合
研
究
所
（
高
橋
功
氏
）、
青
森
公
立
大

学
地
域
研
究
セ
ン
タ
ー
（
山
本
恭
逸
氏
）、

（
財
）
常
陽
地
域
研
究
セ
ン
タ
ー
（
粕
谷
裕

士
氏
）、（
財
）
中
部
産
業
・
労
働
政
策
研
究

会
（
河
原
真
一
氏
）、（
財
）
北
國
総
合
研
究

所
（
安
井
克
伸
氏
）、（
財
）
関
西
社
会
経
済

研
究
所
（
大
久
保
能
徳
氏
）、（
社
）
中
国
地

方
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー
（
江
種
浩
文
氏
）、

四
国
経
済
連
合
会
（
石
田
明
生
氏
）、（
財
）

九
州
経
済
調
査
協
会
（
豆
本
一
茂
氏
）―

―

に
対
す
る
、
〇
八
年
第
４
四
半
期
の
ア
ン

ケ
ー
ト
結
果
か
ら
、
現
状
を
と
課
題
を
抽
出

す
る
。

外 

需
輸
出
型
製
造
業
を
牽

引
役
と
し
た
地
域
経
済
・

雇
用
モ
デ
ル
の
崩
壊
危
機

〇
二
年
二
月
か
ら
〇
七
年
一
〇
月
ま
で
、

戦
後
最
長
に
及
ん
だ
景
気
拡
大
。
こ
の
間
、

日
本
経
済
は
輸
出
型
製
造
業
主
導
で
回
復
軌

道
に
乗
り
、
地
域
の
経
済
・
雇
用
も
〇
三
年

以
降
顕
著
に
な
っ
た
工
場
の
国
内
回
帰
で
、

復
活
を
遂
げ
た
。地
域
別
有
効
求
人
倍
率（
季

節
調
整
値
）
を
長
期
時
系
列
で
振
り
返
る
と

（
図
１
）、
も
と
も
と
製
造
業
の
集
積
度
が

高
い
地
域
や
、
積
極
的
な
工
場
誘
致
に
成
功

し
た
地
域
を
中
心
に
、
景
気
回
復
の
恩
恵
を

受
け
て
き
た
こ
と
が
分
か
る
。
し
か
し
、
昨

秋
の
金
融
・
経
済
危
機
表
面
化
以
降
、
流
れ

は
一
変
。
む
し
ろ
そ
う
し
た
地
域
ほ
ど
、
同

倍
率
の
下
落
は
激
し
さ
を
増
し
て
い
る
。

そ
の
内
部
で
は
、
何
が
起
こ
っ
て
い
る
の

か―
―

。
今
回
の
モ
ニ
タ
ー
報
告
か
ら
は
、

次
の
よ
う
な
実
情
が
浮
か
び
上
が
る
。
世
界

同
時
不
況
に
よ
る
需
要
低
迷
と
円
高
の
急
進

に
伴
い
、
自
動
車
産
業
が
窮
地
に
陥
り
、
そ

の
余
波
が
こ
こ
数
年
、
自
動
車
向
け
を
強
化

し
て
き
た
半
導
体
・
制
御
機
器
な
ど
電
機
関

連
や
、
鉄
鋼
、
化
学
・
繊
維
な
ど
素
材
関
連

を
直
撃
。
そ
れ
が
設
備
投
資
の
急
ブ
レ
ー
キ

と
な
っ
て
、
機
械
や
建
設
関
連
等
へ
も
波
及

し
た
。
そ
し
て
、
ド
ミ
ノ
倒
し
の
様
相
を
呈

す
る
製
造
業
の
地
盤
沈
下
が
、
〇
九
年
問
題

を
前
に
し
た
派
遣
労
働
者
を
は
じ
め
と
す
る
、

非
正
規
の
大
規
模
な
人
員
調
整
問
題
を
引
き

起
こ
す
。
さ
ら
に
、
役
員
・
管
理
職
の
報
酬

カ
ッ
ト
や
正
社
員
の
労
働
時
間
・
賃
金
の
圧

縮
（
表
１
）、
新
卒
採
用
の
削
減
や
早
期
希

望
退
職
と
い
っ
た
措
置
へ
と
発
展
。
そ
の
結

果
、
内
需
産
業
を
巻
き
込
み
な
が
ら
地
域
の

経
済
・
雇
用
を
急
速
に
冷
え
込
ま
せ
て
い
る
。

自
動 

車
不
況
と

　
　

 

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

「
国
内
で
も
っ
と
も
輸
出
産
業
が
集
積
し
、

中
で
も
経
済
変
動
に
敏
感
な
部
門
の
ウ
ェ
ー

ト
が
高
い
地
域
だ
け
に
、
日
を
追
う
毎
に
厳

し
さ
を
増
し
て
い
る
」―

―

と
指
摘
す
る
の

は
、
中
部
地
域
モ
ニ
タ
ー
。
前
年
に
過
去
最

高
益
を
計
上
し
、
販
売
台
数
で
も
世
界
ト
ッ

プ
に
昇
り
詰
め
た
ト
ヨ
タ
が
一
転
、
〇
九
年

三
月
期
の
連
結
決
算
で
は
三
五
〇
〇
億
円
の

　
　

地
方
経
済
・
雇
用
の
現
状
と
課
題

―

地
域
シ
ン
ク
タ
ン
ク
・
モ
ニ
タ
ー
08
年
第
４
四
半
期
調
査
か
ら

図１　長期時系列・地域別有効求人倍率（季節調整値、パート含む）
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最
終
赤
字
に
転
落
す
る
見
通
し
を
発
表
し
た
。

純
損
失
は
実
に
一
九
五
〇
年
三
月
期
以
来
、

五
九
年
ぶ
り
の
こ
と
だ
。
グ
ル
ー
プ
全
体
で

本
格
的
な
稼
働
調
整
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
一

〜
三
月
に
は
会
社
休
業
を
含
め
全
工
場
で
延

べ
一
一
日
間
に
渡
り
操
業
を
停
止
。
一
日
当

た
り
生
産
台
数
は
八
五
〇
〇
台
と
、前
年（
一

万
七
五
〇
〇
台
）
の
半
数
以
下
ま
で
落
ち
込

ん
だ
。

同
社
は
「
緊
急
収
益
改
善
委
員
会
」
を
立

ち
上
げ
、
生
産
体
制
の
見
直
し
か
ら
役
員
報

酬
カ
ッ
ト
、
社
員
に
よ
る
新
車
購
入
等
拡
販

の
取
り
組
み
ま
で
、
あ
ら
ゆ
る
対
策
を
総
動

員
し
、
創
業
以
来
初
の
〝
非
常
経
営
体
制
〞

に
入
っ
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
こ
れ
ま
で

有
給
休
暇
扱
い
だ
っ
た
操
業
停
止
中
の
賃
金

の
一
部（
二
日
分
）を
二
割
カ
ッ
ト
す
る
ワ
ー

ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
的
な
異
例
の
措
置
に
も
踏

み
込
ん
だ
。
こ
う
し
た
取
り
組
み
を
通
じ
在

庫
調
整
は
進
ん
だ
が
、
販
売
不
振
に
よ
り
四

月
の
生
産
計
画
も
、
前
年
同
期
の
四
割
に
と

ど
ま
る
見
通
し
だ
。

東
海
地
域
の
一
月
の
有
効
求
人
倍
率
は

〇
・
七
九
倍
と
、
一
年
前
（
一
・
五
三
倍
）

の
半
数
を
割
り
込
ん
だ
。
と
り
わ
け
愛
知
県

で
一
・
八
八
↓
〇
・
九
〇
倍
と
、
昨
年
一
〇

月
に
四
年
九
カ
月
ぶ
り
に
都
道
府
県
ト
ッ
プ

の
座
を
奪
わ
れ
て
以
降
、
雇
用
情
勢
が
厳
し

さ
を
増
し
て
い
る
。
雇
用
調
整
助
成
金
等
に

関
す
る
休
業
等
の
実
施
届
け
出
受
理
状
況
は
、

事
業
所
数
、
対
象
者
数
と
も
東
海
地
域
が
群

を
抜
い
て
高
く
、
非
正
規
労
働
者
の
雇
止
め

数
も
同
様
に
多
い
（
表
２
）。

「
一
二
月
の
鉱
工
業
生
産
指
数
（
季
調
済

み
）は
六
カ
月
連
続
の
悪
化
で
前
月
比
一
〇
・

一
％
低
下
し
、
記
録
が
残
る
一
九
五
五
年
以

来
で
最
大
の
下
落
幅
と
な
っ
た
。
出
荷
額
で

大
き
な
構
成
比
を
占
め
る
自
動
車
や
鉄
鋼
、

化
学
が
軒
並
み
生
産
を
減
ら
し
て
お
り
、
受

注
を
豊
富
に
抱
え
て
き
た
造
船
も
キ
ャ
ン
セ

ル
が
目
立
ち
始
め
た
。
中
国
地
方
は
製
造
業

が
地
域
の
経
済
・
雇
用
を
牽
引
し
て
き
た
構

図
だ
け
に
、
生
産
水
準
の
急
落
に
よ
る
ダ

メ
ー
ジ
は
他
地
域
よ
り
格
段
に
大
き
い
」
と

指
摘
す
る
の
は
、
中
国
地
域
モ
ニ
タ
ー
だ
。

同
地
域
で
は
、
マ
ツ
ダ
と
三
菱
自
動
車
が
と

も
に
〇
九
年
三
月
期
の
連
結
最
終
損
益
で
赤

字
に
転
落
す
る
見
通
し
を
発
表
（
マ
ツ
ダ
一

三
〇
億
円
、
三
菱
自
六
〇
〇
億
円
）。
世
界

的
な
販
売
不
振
に
伴
い
、
両
社
と
も
派
遣
・

期
間
工
等
の
調
整
に
と
ど
ま
ら
ず
、
正
社
員

の
緊
急
避
難
的
な
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
に

踏
み
切
っ
て
い
る
。

三
菱
自
動
車
は
、水
島
製
作
所（
岡
山
県
）

等
国
内
工
場
で
最
大
一
四
日
間
の
操
業
休
止

日
を
設
定
し
、
対
象
賃
金
を
一
五
％
削
減
し

た
。
マ
ツ
ダ
は
本
社
・
宇
品
工
場（
広
島
県
）

と
防
府
工
場
（
山
口
県
）
で
、
生
産
ラ
イ
ン

や
生
産
性
改
善
業
務
等
に
従
事
す
る
六
〇
歳

以
上
の
再
雇
用
社
員
を
対
象
に
、
労
働
時
間

を
短
縮
し
応
分
の
賃
金
も
減
ら
す
ワ
ー
ク

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
を
導
入
し
た
。
現
行
の
夜
間

表１　昨秋からこの間に新聞報道された雇用維持に向けた労使の取り組み

トヨタ自動車
国内全工場の操業を２～３月に11日間停止し、うち２日分は賃金を２割カット。米欧の工場では４月から、労働時間
と賃金を１割削減するワークシェアリング導入へ。国内工場の稼働率低下で、余剰人員をパナソニックの自動車用
電池の共同生産工場へ送り込む検討へ

日産自動車
２月に国内３工場で設ける非稼働日のうち５日間前後を休業日とし、基本給を２割カットする方針。３月からは生
産現場だけでなく、間接部門を含めてワークシェア導入へ。正社員１人当たり１～２日程度の休日を設定し、基本給
を最大20％削減する方向で検討。さらに減産に伴う収入目減りに配慮して、３月から全社員に対し副業を容認

ホンダ 役員報酬は１月から10％削減、２月から課長級以上管理職の月給も約５％削減。正社員の雇用は維持する構えでワ
ークシェアリング導入を検討

マツダ
国内で退職後の再雇用者を対象に、ワークシェアリングを採用。１月からは本社工場（広島県）と防府工場（山口県）
の正社員を対象に、従来の昼夜２交代制を昼間勤務にして賃金もカット。２～３月には国内２工場で毎週金曜日を
休業日とし、賃金を３割減らす

三菱自動車
水島製作所における２月の乗用車生産ライン稼働は、７日だけという異常事態に。３月は国内工場の一部ラインで
操業を最大14日停止。これらに伴い、操業停止中の賃金を一律15％カットへ。水島製作所の一部正社員には一時期、
例外的に副業も容認した 

スズキ ２月に相良工場（静岡県）等国内６工場で、平日に３～８日間の操業停止日を設定し、賃金をカット。これに伴い、役
員報酬は30～５％、管離職賃金も３％程度カット

日野自動車 ２月に国内工場の操業を６～７日間休止。うち２～３日を休業日とし、一部賃金をカットする方針

東芝
１～２月、半導体事業の正社員に対し、給与を80％保障する代わり平均で12日間、一時帰休を実施。さらに半導体の
生産拠点で、現在は２交代で行っている勤務を３交代とすることで、１人あたりの労働時間や賃金を減らす仕組みを
４月以降に導入。２、３月に一時休業する国内工場の従業員の副業を容認

三菱電機 09年度以内限定で、事業所単位に限られていた有給休暇の一斉取得を、職場単位でもとれるよう柔軟化
富士通マイクロ
エレクトロニクス

製造部門の正社員を12時間勤務の２交代制から、８時間勤務の３交代制へ切り替え、労働時間を３分の２にして賃
金を引き下げ。岩手、福島、三重３県の４工場で働く正社員の大半に、期間限定で副業も容認

日本電産
役員報酬の12月分を30％、１月分を50％カット。管理職も１月に2.5～５％、２月から7.5～10％減額する（ただし
業績が回復すれば、減給分はボーナス増額等で還元する方針）。海外採用を除くグループの一般社員の大半を対象に、
２月から業績に応じ基本給を１～５％カット

ＳＵＭＣＯ
大幅減産に伴い役員や管理職は１月から賃金カット。主要拠点の伊万里事業所（佐賀県）や、子会社のＳＵＭＣＯ　
ＴＥＣＨＸＩＶ（長崎県）等のグループ会社を含む一般社員は、工場勤務を４交代から６交代に変更するなどして、２
月からワークシェアリングを本格導入

全日本空輸 グループ全体約３万人を対象に、平均６％の賃金カットを提案。さらに09年度は、事実上のワークシェアリングとい
える一時休職制度（原則無給）の取得促進を進める

コクヨ グループの全正社員を対象に、残業を原則なくし仕事の繁閑に応じ人員を再配置する制度を導入。社員１人当たり
の労働時間は月平均20時間短縮し、賃金は数万円減少する見通し

資料出所：日刊・地方新聞報道から「ワークシェアリング」をキーワードに検索して弊誌作成

表２　地域別・１月の有効求人倍率及び雇用調整助成金等による休業等実施状況と
　　　非正規の雇止め状況

08年１月と09年１月の
地域別有効求人倍率

雇用調整助成金等に係る休業等
実施計画届受理状況
（１月まとめ）

非正規労働者の雇止め等状況
（２月まとめ）

地　域 ０８年１月 ０９年１月 事業所数 対象者数 事業所数 人　　数
北海道 0.49 0.43 48 8,058 36 2,666
東　北 0.70 0.43 1,422 102,453 411 22,511

北関東・甲信 1.20 0.67 1,627 111,998 361 21,680
南関東 1.13 0.79 1,635 118,415 150 1,405
北　陸 1.15 0.67 890 48,285 200 10,646
東　海 1.53 0.79 3,484 206,911 262 41,662
近　畿 0.97 0.68 1,517 84,225 259 13,899
中　国 1.08 0.75 1,286 130,611 214 14,098
四　国 0.87 0.68 98 8,325 54 2,437
九　州 0.66 0.48 633 60,333 178 14,156
全　国 0.99 0.67 12,640 879,614 2,316 157,806

資料出所： 厚生労働省発表資料をもとに、北海道（北海道）、東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）、北関東・甲信（茨城、栃木、
群馬、山梨、長野）、南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川）、北陸（新潟、富山、石川、福井）、東海（岐阜、静岡、愛知、三重）、
近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）、中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口）、四国（徳島、香川、愛媛、高知）、九州（福
岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）――地域として弊誌作成
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操
業
休
止
に
加
え
、
毎
週
金
曜
を
休
業
（
同

三
〇
％
カ
ッ
ト
）
に
し
、
週
四
日
稼
働
と
す

る
案
も
検
討
。
中
国
地
域
の
一
月
の
有
効
求

人
倍
率
は
、
〇
・
七
五
倍
と
一
年
前
（
一
・

〇
八
倍
）
の
約
三
分
の
二
に
低
下
し
た
。
昨

年
一
月
時
点
で
一
倍
を
超
え
て
い
た
岡
山
県
、

広
島
県
、
山
口
県
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
そ

れ
ぞ
れ
一
・
二
三
↓
〇
・
八
四
倍
、
一
・
一

五
↓
〇
・
七
五
倍
、
一
・
〇
五
↓
〇
・
七
六

倍
ま
で
落
ち
込
ん
で
い
る
。

電
機 

不
況
と
賃
金
・
雇
用

調
整

一
方
、
こ
こ
数
年
テ
コ
入
れ
し
て
き
た
自

動
車
向
け
部
品
の
不
振
に
加
え
、
主
力
の
薄

型
テ
レ
ビ
や
デ
ジ
カ
メ
、
パ
ソ
コ
ン
等
が
円

高
下
で
低
価
格
競
争
に
巻
き
込
ま
れ
、
軒
並

み
壊
滅
状
態
に
あ
る
の
は
電
機
業
界
だ
。
〇

九
年
三
月
期
連
結
決
算
で
は
、
大
手
電
機
九

社
の
う
ち
七
社
が
、
純
損
益
で
赤
字
に
転
落

す
る
見
通
し
を
明
ら
か
に
し
た
。
九
社
の
純

損
益
合
計
は
、
Ｉ
Ｔ
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
〇
二

年
三
月
期
（
約
二
兆
円
）
に
匹
敵
す
る
見
込

み
と
さ
れ
る
。

過
去
最
大
の
赤
字
幅
を
更
新
す
る
日
立
や

東
芝
は
、
と
も
に
社
長
交
代
へ
と
発
展
し
た
。

春
闘
で
も
、
両
社
は
集
中
回
答
日
を
前
に
雇

用
改
善
に
最
大
限
努
力
す
る
と
し
た
「
共
同

宣
言
」
を
ま
と
め
、
さ
ら
に
東
芝
は
〇
二
年

以
来
の
実
質
賃
下
げ
と
な
る
定
昇
凍
結
を
決

定
。
日
立
労
使
も
継
続
協
議
と
し
て
い
た
定

昇
実
施
を
半
年
間
凍
結
し
、
無
給
の
休
日
を

増
や
す
等
の
方
針
で
労
使
合
意
し
た
。

こ
う
し
た
な
か
「
新
規
学
卒
の
採
用
門
戸

も
狭
ま
っ
て
お
り
、
地
元
の
若
年
雇
用
に
暗

い
影
を
落
と
し
て
い
る
」
と
指
摘
す
る
モ
ニ

タ
ー
は
少
な
く
な
い
（
常
陽
地
域
モ
ニ
タ
ー

ほ
か
）。
電
機
各
社
の
新
卒
採
用
計
画
は
、

昨
年
度
ま
で
の
拡
大
基
調
か
ら
一
転
、
厳
選

モ
ー
ド
に
入
る
。
今
春
入
社
組
に
つ
い
て
は

半
導
体
、
原
発
関
連
で
四
割
超
増
員
し
た
東

芝
だ
が
、
来
春
の
採
用
に
つ
い
て
は
事
務
、

技
術
系
と
も
計
画
数
を
示
し
て
お
ら
ず
、
日

立
は
今
年
の
四
割
に
抑
え
る
考
え
だ
。
電
機

業
界
で
は
、
正
社
員
の
削
減
に
着
手
す
る
動

き
も
顕
著
。
Ｎ
Ｅ
Ｃ
二
万
人
、
ソ
ニ
ー
一
・

六
万
人
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
一
・
五
万
人
な
ど
、

国
内
外
合
わ
せ
た
数
字
と
は
い
え
、
大
規
模

な
圧
縮
が
相
次
ぐ
。

工
場 

閉
鎖
・
統
廃
合
と
雇

用
喪
失

こ
う
し
た
実
態
を
反
映
し
、
工
場
閉
鎖
や

統
廃
合
等
、
大
胆
な
設
備
投
資
の
見
直
し
も

浮
上
し
、
地
域
に
動
揺
が
拡
が
っ
て
い
る
。

進
む
円
高
の
影
響
に
よ
る
現
地
生
産
の
強
化

と
い
う
流
れ
の
中
で
、
再
び
雇
用
の
受
け
皿

不
在
に
陥
る
の
で
は
と
の
警
戒
感
が
強
ま
っ

て
い
る
。

例
え
ば
、「
鉱
工
業
生
産
指
数
（
同
）
は
一

二
月
単
体
で
み
て
も
前
月
比
一
〇
・
五
％
の

減
少
で
、
そ
の
下
落
幅
は
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

時
を
上
回
り
、
戦
後
最
悪
の
死
傷
者
を
出
し

た
一
九
六
三
年
の
三
井
三
池
炭
坑
爆
発
事
故

以
来
と
な
っ
た
」
と
い
う
九
州
地
域
。
輸
出

型
企
業
に
と
っ
て
地
の
利
が
あ
る
同
地
域
で

は
、
派
遣
社
員
や
正
社
員
等
の
労
働
力
余
剰

分
を
、
三
月
末
ま
で
福
岡
県
で
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
さ
せ
る
例
（
ト
ヨ
タ
自
動
車
九
州
）

や
、
派
遣
社
員
を
削
減
せ
ず
月
五
日
程
度
に

休
業
を
拡
大
す
る
例
（
東
京
エ
レ
ク
ト
ロ
ン

九
州
）
な
ど
、
受
注
回
復
時
に
迅
速
に
対
応

で
き
る
よ
う
、
契
約
維
持
に
努
力
す
る
企
業

も
み
ら
れ
る
と
い
う
。
し
か
し
先
の
景
気
拡

大
局
面
で
、
積
極
的
な
工
場
誘
致
に
よ
り
経

済
が
浮
上
し
た
地
域
だ
け
に
、
何
よ
り
深
刻

な
の
は
、
設
備
投
資
や
生
産
計
画
の
見
直
し

に
よ
る
雇
用
の
受
け
皿
の
大
規
模
な
喪
失
だ
。

日
産
車
体
が
九
州
工
場
の
稼
働
を
据
置
き
、

キ
ヤ
ノ
ン
は
計
画
し
て
い
た
デ
ジ
タ
ル
カ
メ

ラ
工
場
（
長
崎
県
）
や
、
プ
リ
ン
タ
カ
ー
ト

リ
ッ
ジ
工
場
（
大
分
県
）
の
着
工
・
稼
働
を

延
期
す
る
。
ま
た
、
熊
本
県
へ
半
導
体
製
造

装
置
の
大
型
工
場
の
進
出
を

予
定
し
て
い
た
大
日
本
ス
ク

リ
ー
ン
製
造
も
、
当
面
凍
結

す
る
姿
勢
を
表
明
し
た
。「
設

備
過
剰
感
が
拡
が
り
、
設
備

投
資
の
縮
小
・
延
期
が
相
次

い
で
い
る
。
リ
セ
ッ
シ
ョ
ン

の
進
行
で
工
場
再
編
・
リ
ス

ト
ラ
が
さ
ら
に
相
次
げ
ば
、

雇
用
情
勢
の
一
段
の
悪
化
も

予
測
さ
れ
る
」（
九
州
地
域
モ

ニ
タ
ー
）。

同
様
に
、「
大
手
メ
ー
カ
ー
の
製
造
拠
点
と

な
る
工
場
を
複
数
誘
致
し
て
き
た
だ
け
に
、

今
後
、
受
注
減
少
を
背
景
と
し
た
閉
鎖
の
動

き
が
加
速
す
れ
ば
、
雇
用
環
境
の
急
速
な
悪

化
も
懸
念
さ
れ
る
」
と
指
摘
す
る
の
は
北
陸

地
域
モ
ニ
タ
ー
だ
。
同
地
域
で
は
、
自
動
車

関
連
部
品
を
製
造
す
る
武
蔵
精
密
工
業
が
、

拠
点
ス
リ
ム
化
の
一
環
と
し
て
、
能
登
工
場

の
閉
鎖
を
発
表
し
た
。
二
輪
部
品
事
業
に
つ

い
て
は
、
完
全
子
会
社
の
九
州
武
蔵
精
密
に

移
管
。
そ
の
た
め
、
同
工
場
の
社
員
は
原
則

引
き
継
が
れ
る
見
込
み
だ
が
、「
大
部
分
が
地

場
雇
用
の
た
め
、
見
ず
知
ら
ず
の
土
地
へ
は

行
け
な
い
と
の
声
も
聞
か
れ
る
」
こ
と
か
ら
、

そ
の
ま
ま
雇
用
喪
失
に
つ
な
が
る
懸
念
が
高

ま
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
な
か
、
同
地
域
で
は
「
雇
用
維

持
と
収
益
確
保
の
た
め
残
業
代
圧
縮
の
動
き

も
加
速
し
て
い
る
」。
例
え
ば
三
協
・
立
山

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
（
富
山
県
）
は
、
昨
年

一
二
月
に
収
益
改
善
特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策

定
し
、
残
業
削
減
を
徹
底
管
理
す
る
特
命
役

員
を
配
置
。
同
役
員
は
、
大
型
受
注
等
で
仕

事
の
忙
し
い
工
場
が
発
生
次
第
、
他
工
場
か

ら
従
業
員
を
異
動
さ
せ
る
な
ど
、
柔
軟
な
人

員
配
置
を
直
接
指
揮
す
る
。
加
え
て
、
ポ
ス
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タ
ー
掲
示
や
社
内
放
送
で
長
時
間
労
働
の
削

減
を
呼
び
掛
け
、「
結
果
的
に
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア

リ
ン
グ
の
実
現
に
つ
な
が
る
と
、
約
七
億
円

の
人
件
費
抑
制
効
果
を
見
込
ん
で
い
る
」
と

い
う
。

雇
用 

を
下
支
え
す
る
内
需

産
業

一
方
、
製
造
業
の
ウ
ェ
ー
ト
が
高
く
な
い

地
域
の
状
況
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
観
光
、
建

設
等
を
基
幹
業
種
と
す
る
北
海
道
地
域
の
モ

ニ
タ
ー
は
、「
円
高
に
伴
い
外
国
人
観
光
客
が

減
少
し
て
お
り
、
不
況
感
の
拡
大
で
主
要
観

光
地
の
入
込
客
数
も
軒
並
み
前
年
同
期
を
大

き
く
下
回
っ
て
い
る
。
公
共
・
民
間
住
宅
投

資
の
減
少
に
よ
り
建
設
業
界
も
厳
し
い
。
加

え
て
雇
用
・
所
得
環
境
の
悪
化
や
株
価
の
下

落
等
か
ら
、
消
費
者
の
生
活
防
衛
意
識
が
高

ま
る
な
か
、
道
内
の
老
舗
百
貨
店
が
経
営
破

綻
に
追
い
込
ま
れ
る
な
ど
、
大
口
の
求
人
先

だ
っ
た
小
売
関
連

も
不
振
。
今
後
も

失
業
者
が
増
加
す

る
懸
念
が
高
ま
っ

て
い
る
」
と
指
摘

す
る
。

こ
れ
に
対
し
、

四
国
地
域
モ
ニ

タ
ー
は
、
大
手

ス
ー
パ
ー
（
イ
ズ

ミ
・
広
島
県
）
が
、

香
川
県
内
の
旧
松

下
寿
電
子
工
業

（
現
パ
ナ
ソ
ニ
ッ

ク
四
国
エ
レ
ク
ト

ロ
ニ
ク
ス
）
工
場

跡
地
に
、
大
規
模

商
業
施
設
を
相
次

い
で
オ
ー
プ
ン
さ

せ
、
従
業
員
の
八

割
超
（
そ
れ
ぞ
れ

約
八
五
〇
人
、
約

九
〇
〇
人
）
を
地

元
採
用
す
る
な
ど

し
、
雇
用
の
下
支

え
効
果
を
発
揮
し

て
い
る
と
報
告
。

同
様
に
、
東
北
地

域
モ
ニ
タ
ー
も

「
青
森
県
が
支
援

し
て
き
た
ア
ン
デ

ス
電
気
が
、
会
社

更
生
法
の
適
用
を

表３　政府の緊急雇用・経済対策実施本部が示した地域における雇用対策事業例

１．趣旨
　雇用情勢が急速に悪化しつつある中、事業を実施する地方公共団体等が、速やかに雇用創造支援に取り掛かることができるよう、参考となるモデル
事業をとりまとめたもの。各府省が所管の行政分野について、一つのアイデアとして示している。

２．事業例（概要版に掲載されたもののみ）
①介護・子育て・医療
○フレキシブル支援センター事業：日中の預かりや見守りサービス等が必要な人は誰でも受け入れ、併せて介護・福祉分野等への就職、キャリアア
ップを支援する
○保育所雇用促進事業：保育所で補助業務に従事することにより、給与を得ながら実務経験を積み、保育士資格取得に向けて学ぶ機会を提供する
○地域における多様な子育て支援促進事業：地域における子育て中の労働者や主婦等を会員とし、児童預かり等の援助を受けることを希望する者
と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡調整を行う
○障害者地域就労促進事業：小規模作業所等において前職等で身に付けた技術や経験を活かしつつ、障害者への技術指導や商品の品質向上及び販
売促進を行う
○医師事務作業補助者配置等勤務環境改善事業：医師等の医療専門職の負担軽減や患者サービスの向上のため、医師の事務作業の補助者、病院内職
員のための児童保育職員、院内ガイド、訪問看護等の際の運転手等として離職者等を雇用する

○特定健診・特定保健指導実施率向上事業：健康保険組合等の医療保険者が、事業主から受領した健診結果のデータ化や受診対象者に対する受診勧
奨等を行う者を雇用する

②農林水産業
○農業分野における短期雇用創出事業：短期労働力を必要とする農業者に短期就労希望者を紹介・派遣し、併せて農業への就業に向けた短期研修を
実施する
○園芸産地短期雇用確保・新規参入促進事業：集出荷施設で臨時雇用した者が、収獲作業を手伝う等のＯＪＴ研修で技術を学ぶことで、将来への担
い手につなげる
○グリーン・ツーリズム関連雇用創出事業：グリーン・ツーリズム等を推進するため、農林水産物直売所・加工施設、農林漁家レストラン等を設置・運
営することにより雇用創出を図
○耕作放棄地リフレッシュ事業：耕作放棄地に繁茂した雑草や灌木の刈払・抜根等を行う者の雇用を創出するとともに、耕作放棄地の有効活用を推
進する
○バイオマスの有効利用を図るための食品残さや間伐材等の収集・利用体制の整備：地域の実情に即したバイオマス利活用事業を行う民間企業が、
バイオマス資源の収集・運搬、バイオマス製品の製造・販売、利用機器の製造・販売に係る人材を確保するため新規雇用を図る
○地域ぐるみでの間伐及び間伐材等の利用の推進：森林境界の明確化や所有者確認、路網整備等を進めつつ、地域ぐるみで間伐を促進するとともに、
森林内に切捨てられている間伐材等の資源を地域内でエネルギー等に有効活用するような、供給・利用一体型の事業を実施する
○漁業における先駆的ビジネス連携・雇用支援事業：異業種（水産流通、加工業者等）のノウハウや技術を活用し、漁業の生産から加工・流通・販売ま
での分野に渡る新たなビジネスの事業化を進め、雇用を創出する

③環境・低炭素
○住宅用太陽光発電導入支援対策事業等：高い普及効果が見込まれる住宅用太陽光発電システムを導入する際、当該設備設置者に対して定額補助
を実施する
○湾岸、自然公園等の環境改善運動：全国的な問題となっている海岸の漂着ごみ・流木の除去・処分について、漂着状況のモニタリング・状況調査に
より対策を推進する。また、世界遺産や観光地、自然公園のクリーンアップ事業により、国土の美化促進・観光産業の振興を行うとともに、地域の
活性化や雇用創出を図る
○低炭素都市（環境モデル都市等）グリーン・ジョブ創出事業：エコハウスの普及、太陽光パネル、バイオマス資源等の自然エネルギー等の普及、低炭
素都市エコツアー、森林整備等の事業を緊急に行うことで雇用創出を進め、技術技能・知見を有する者の育成・キャリアアップを図る
○カーボン・オフセット推進事業：カーボン・オフセットの取り組みを通じて、市民・企業等による自主的な温室効果ガス削減活動を促進することに
より、カーボン・オフセットの資金が国内林業に還流し、森林の整備・保全が推進される結果、地域の雇用を創出する

④教育・若者支援
○学校サポーターズ事業：地方公共団体又は地域ＮＰＯ等が学校サポーターを雇用し、（ア）社会で活躍する人材や企業ＯＢ、地域の技術者、退職教
員等による教職員への支援（イ）ＩＣＴを活用した教育活動、科学技術の理解促進、部活動（ウ）教育相談や生徒指導－－等幅広い方面で活用する

○若者自立支援援助事業：ニート等の若者の自立を支援する民間団体が、離職者・雇止めされた労働者等を中心に雇用し、職業的自立に向けてニー
ト等の若者が受ける生活訓練や社会体験等の援助等を行う
○中学、高校等のキャリア教育等支援事業：多彩な経歴を持つ社会人やキャリア・コンサルタント有資格者等を短期雇用し、教育委員会等に配置し
て中学、高校等を巡回し、キャリア教育等の支援を行う

⑤観光振興・地場産業
○魅力ある観光地づくり事業：地元の観光資源等を活用した旅行商品等の開発、観光案内所の案内員の増員や観光ガイドの活用等により、観光地の
魅力を向上するための新たな雇用を創出する
○ＩＣＴによる地場産業の振興：地域の特色ある魅力的な製品に関する共通のポータルサイトを構築し、インターネット上で見積依頼・製品注文の
受付、会員企業への照会、依頼主への製品手配等を一括して行い、地場産業の生産性の向上、売上拡大を図る

○地方鉄道活性化と地域資源活用を目指すコミュニティビジネス創出事業：地方鉄道の駅舎・車内等の地域独自のインフラを活用し、住民全体の活
動を通じた地域産品の商品化や販路拡大、新事業の天海を行うことにより、雇用創出と地域コミュニティの活性化を図
○伝統的工芸品の拡大・継続のための後継者育成等に関する支援体制の構築：市町村を事務局とした伝統工芸品地域産業活性化協議会（仮称）を設
置し、伝産品の指定産地組合等と連携して、伝統的工芸品産業の後継者の育成支援や商品開発、国内・海外の販路開拓等を図る

⑥放送・情報通信
○地上デジタル放送対応促進・相談事業：平成２３年に地上アナログ放送が終了しデジタル放送に完全移行することに伴い、デジタル放送に対応す
るためのアンテナ改修等の工事、地域の実情に応じた相談窓口の設置、個別訪問による説明等を行う者を雇用し、地域住民の円滑な視聴開始につ
なげる
○情報処理技術に関する技能の付与・向上と一体化した就業支援事業：地域の情報産業団体、地方公共団体が連携し、情報処理技術に関するトレー
ニング講座や企業面談、就職あっせん等を一体的に実施することにより、離職者等の技能修得・向上と雇用機会の確保を実現する。資格を取得し
た人材を雇用した企業に対する賃金補助等助成を行い、雇用創出効果の拡大と地域ＩＴ企業の能力向上を一体的に進める

⑦定住外国人への日常生活支援：日本で生活する外国人及びその子弟に対し、日常生活上の支援、日本語教育、医療通訳等のきめ細やかな支援を提供
することにより、外国人の増加・定住化により生じている問題に対応するとともに、生活の安定化・向上を図る。支援の実施に当たっては、定住外
国人の力も借り幅広く展開する

⑧防犯・防火
○振り込め詐欺（恐喝）防止のためＡＴＭ周辺において注意喚起を行う事業
○防火安全対策の普及啓発事業
⑨文書等電子化、調査等行政事務、情報提供
○文書等の電子化に関する事業：電子行政の基盤構築のための行政文書の電子化等
○調査等行政事務に関する事業：地籍の調査作業、国民健康保険・長寿医療制度徴収促進・適用適正化事業等
○情報提供に関する事業：健康疾病対策普及啓発・相談事業、ブロードバンドセミナー、ソーシャルビジネス・コミュニティビジネス普及啓発・支援
事業等

⑩その他
○違法屋外広告物の除去
○駅周辺空地等を活用した駐輪場整備等
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受
け
る
な
ど
暗
い
材
料
し
か
な
い
中
で
、
唯

一
明
る
い
ニ
ュ
ー
ス
は
八
戸
に
本
社
を
置
く

食
品
ス
ー
パ
ー
（
ユ
ニ
バ
ー
ス
）
が
一
部
上

場
を
果
た
し
た
こ
と
」
と
し
、
内
需
産
業
の

踏
み
止
ま
り
と
健
闘
を
評
価
す
る
。

そ
う
し
た
中
、
労
働
需
給
の
緩
和
は
こ
の

間
、
人
手
不
足
に
悩
ま
さ
れ
て
き
た
内
需
産

業
や
中
小
企
業
に
と
っ
て
は
、
要
員
確
保
の

格
好
の
チ
ャ
ン
ス
と
な
っ
て
い
る
。
関
西
地

域
モ
ニ
タ
ー
に
よ
れ
ば
、
例
え
ば
阪
急
電
鉄

が
〇
九
年
一
〇
月
を
目
途
に
、
子
会
社
か
ら

の
派
遣
駅
員
・
車
掌
業
務
社
員
約
八
四
〇
人

を
、
本
体
の
直
接
雇
用
に
切
り
替
え
る
方
針

を
表
明
す
る
な
ど
、「
こ
こ
数
年
の
売
り
手
市

場
で
、
な
か
な
か
優
秀
な
人
材
を
採
用
で
き

な
か
っ
た
企
業
で
は
、
景
気
悪
化
の
今
こ
そ

良
い
人
材
が
採
れ
る
と
、
先
行
投
資
で
積
極

採
用
に
踏
み
切
っ
て
い
る
と
こ
ろ
も
み
ら
れ

る
」
と
指
摘
す
る
。

自
治 

体
に
よ
る
雇
用
確
保

の
取
り
組
み

先
の
景
気
回
復
で
地
域
経
済
・
雇
用
を
牽

引
し
た
輸
出
型
製
造
業
が
機
能
不
全
に
陥
る

な
か
、
緊
急
避
難
的
な
雇
用
対
策
と
し
て
、

地
方
自
治
体
の
多
く
が
、
短
期
就
労
先
の
直

接
提
供
や
、
地
元
企
業
へ
の
発
注
と
い
っ
た

形
で
の
「
つ
な
ぎ
雇
用
」
に
取
り
組
ん
で
い

る
。北

海
道
地
域
モ
ニ
タ
ー
に
よ
れ
ば
、「
自
動

車
関
連
が
集
積
す
る
苫
小
牧
市
は
、
緊
急
雇

用
創
出
対
策
事
業
を
活
用
し
た
ワ
ー
ク
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
と
し
て
、
派
遣
契
約
の
打
ち
切
り

に
あ
っ
た
労
働
者
等
を
対
象
に
、
月
三
五
人

程
度
臨
時
的
に
雇
用
す
る
枠
組
み
を
用
意
。

ま
た
、
街
路
樹
剪
定
等
の
事
業
を
発
注
す
る

な
ど
、
雇
用
創
出
に
取
り
組
ん
だ
」。

ま
た
、四
国
地
域
モ
ニ
タ
ー
に
よ
れ
ば「
香

川
県
は
失
業
者
や
雇
用
打
切
り
通
告
者
を
対

象
に
県
で
約
五
〇
人
、
市
町
で
約
五
〇
人
を

三
月
か
ら
雇
用
す
る
考
え
で
、
最
長
六
カ
月

間
、
デ
ー
タ
入
力
や
資
料
整
理
等
を
行
う
。

愛
媛
県
で
も
、
今
治
大
丸
の
閉
店
や
ハ
リ
ソ

ン
東
芝
ラ
イ
テ
ィ
ン
グ
に
よ
る
派
遣
社
員
削

減
等
を
見
据
え
、
一
〜
三
月
ま
で
の
間
、
県

の
臨
時
職
員
や
委
託
事
業
で
一
〇
〇
人
を
雇

用
す
る
方
針
を
打
ち
出
す
な
ど
し
た
」
と
い

う
。こ

れ
に
対
し
、中
国
地
域
モ
ニ
タ
ー
は「
離

職
者
を
対
象
と
し
た
臨
時
就
労
は
、
任
用
期

間
や
給
料
・
報
酬
等
が
求
職
者
の
条
件
に
噛

み
合
わ
ず
、
思
う
よ
う
に
採
用
が
進
ん
で
い

な
い
ケ
ー
ス
も
生
じ
て
い
る
」
と
指
摘
す
る
。

こ
う
し
た
な
か
、「
広
島
県
が
始
め
た
就
農
プ

ロ
グ
ラ
ム
は
農
業
の
基
礎
知
識
や
技
術
を
無

料
で
習
得
し
、
農
業
法
人
等
へ
の
就
職
を
支

援
す
る
内
容
で
評
価
で
き
る
」
と
し
、「
若
年

層
の
採
用
が
思
い
通
り
に
進
ん
で
こ
な
か
っ

た
産
業
ゆ
え
、
良
い
人
材
確
保
機
会
に
な
る

と
同
時
に
、
過
疎
に
よ
る
人
口
減
少
を
食
い

止
め
る
効
果
も
あ
る
」
と
期
待
を
寄
せ
る
。

た
だ
こ
の
点
に
関
し
、
東
北
地
域
モ
ニ

タ
ー
は
、「
傷
り
ん
ご
の
通
販
流
出
で
大
幅
な

価
格
下
落
に
見
舞
わ
れ
た
」
農
家
等
を
例
に

あ
げ
、「
都
市
圏
で
は
、（
失
業
者
の
）
農
業
へ

の
可
能
性
も
示
唆
さ
れ
て
い
る
よ
う
だ
が
、

青
森
で
は
む
し
ろ
農
業
で
食
べ
て
い
け
な
い

と
他
産
業
に
流
れ
た
例
が
多
い
」―

―

と
指

摘
。
現
行
の
収
益
構
造
を
前
提
に
し
た
農
業

に
よ
る
雇
用
吸
収
力
に
疑
問
を
呈
し
、
一
面

的
に
は
い
か
な
い
難
し
さ
を
浮
き
彫
り
に
す

る
。雇

用 「
維
持
」か
ら「
創
造
」へ

政
府
が
自
治
体
の　

事
業
例
を
提
示

こ
う
し
た
な
か
、
政
府
は
二
月
、
全
閣
僚

で
構
成
す
る
「
緊
急
雇
用
・
経
済
対
策
実
施

本
部
」
の
会
合
を
開
催
。
〇
八
年
度
第
二
次

補
正
予
算
を
裏
付
け
と
す
る
雇
用
創
出
基
金

（
詳
細
は
Ｐ
９
を
参
照
）
を
ベ
ー
ス
に
、
地

方
自
治
体
が
行
う
雇
用
創
造
支
援
策
と
し
て
、

①
介
護
・
子
育
て
、
医
療
②
農
林
水
産
業
③

環
境
・
低
炭
素
④
教
育
・
若
者
支
援
⑤
観
光

振
興
・
地
場
産
業
⑥
放
送
・
情
報
通
信
⑦
定

住
外
国
人
の
日
常
生
活
支
援
⑧
防
犯
・
防
火

⑨
文
書
等
電
子
化
、
調
査
等
行
政
事
務
、
情

報
提
供
⑩
そ
の
他―

―

の
一
〇
分
野
に
渡
る

モ
デ
ル
的
な
事
業
例
を
提
示
し
た
。

海
岸
の
漂
着
ご
み
拾
い
や
自
然
公
園
の
ク

リ
ー
ン
ア
ッ
プ
事
業
、耕
作
放
棄
地
の
雑
草
・

灌
木
刈
払
い
等
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
事
業
の
よ
う

に
、
雇
用
の
即
効
性
は
高
い
が
短
期
的
な
も

の
か
ら
、
伝
統
工
芸
品
の
後
継
者
育
成
支
援

事
業
、
行
政
文
書
の
電
子
化
事
業
と
い
っ
た

地
方
が
抱
え
る
課
題
解
消
を
狙
う
も
の
。
さ

ら
に
は
、
地
域
で
介
護
・
子
育
て
・
福
祉
サ
ー

ビ
ス
を
支
え
る
人
材
を
確
保
す
る
フ
レ
キ
シ

ブ
ル
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
や
、
住
宅
用
太
陽

光
発
電
シ
ス
テ
ム
の
導
入
支
援
事
業
、
食
品

残
渣
等
の
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
事
業―

―

と

い
っ
た
長
期
的
な
雇
用
創
出
に
つ
な
が
る
も

の
ま
で
、
多
彩
な
ア
イ
デ
ア
を
盛
り
込
ん
で

い
る
。

こ
う
し
た
ツ
ー
ル
を
活
用
し
、
輸
出
主
導

の
製
造
業
だ
け
に
依
存
し
た
地
域
経
済
・
雇

用
構
造
か
ら
脱
し
、
ど
の
よ
う
に
経
済
・
雇

用
活
力
を
引
き
出
し
て
い
く
の
か
。
地
域
の

特
色
を
生
か
し
た
、
多
様
な
産
業
に
よ
る
雇

用
の
維
持
・
創
出
の
動
向
が
注
目
さ
れ
る
。

（
調
査
・
解
析
部
）




